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はじめに 

平成 30 年 6 月 28 日から 7 月 8 日にかけて発生した平成 30 年 7 月豪雨は、台風第

7 号や梅雨前線により西日本を中心とした広い範囲で記録的な大雨をもたらし、7 月

6 日から 8 日には、1 府 10 県（岐阜県、京都府、兵庫県、岡山県、鳥取県、広島県、

愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県）で大雨特別警報が発表され、総降水量は

四国地方で 1,800 ミリ、東海地方で 1,200 ミリを超えるなど、7 月の降水量として地

域によっては平年の 4倍近くを観測する事態となりました。 

広島県、岡山県、愛媛県等において、土砂災害や河川の氾濫等により、多数の死傷

者（死者 224 名、行方不明者 8名、負傷者 428 名）並びに甚大なインフラ・建物被害

（住家被害：全壊 6,758 棟、半壊 10,873 棟、一部損壊等 34,268 棟、非住家被害：281

棟）が発生するなどの大災害となりました。発災後、停電や公共交通網の途絶に加え

て、長期間断水が続く地域もあり、被災地の状況及び被災者の置かれる状況は大変厳

しいものになりました。 

本市においては、7 月 5 日に大雨注意報が発表され、防災活動体制を整えるととも

に、指定都市市長会事務局や中部圏の関係自治体から、大雨を記録した地域の被害状

況等の情報収集に努めてきました。そのような中、7 月 6 日に消防庁長官から愛知県

知事への緊急消防援助隊の出動の指示があり、本市消防局から消防部隊の派遣を皮切

りに多様な被災地の支援を行ってきました。また、指定都市市長会を通じて「被災市

区町村応援職員確保システム」と連動した「広域・大規模災害時における指定都市市

長会行動計画」に基づく広島県三原市に対する対口支援の要請を受けて、現地での支

援ニーズの把握に努め、いち早い被災者の生活再建につながるように、建物被害認定

調査や被災（り災）証明書受付発行業務等の支援を行ってきました。 

来年度には伊勢湾台風から 60 年という節目を迎えます。近年、他都市において大

規模風水害が多発している中、本市においても人口の 3分の 2が伊勢湾台風を経験し

ていない世代となり、スーパー伊勢湾台風等の大規模風水害の発生に備えて、こうし

た風水害事例の教訓を記録にとどめて活かしていく必要があります。この記録集は、

平成 30 年 7 月豪雨の被災状況をはじめ、初動期・応急復旧期における本市並びに関

係機関の活動を記録に残すことにより、そうした大規模風水害発生時に市民の安全を

確保するため、本市の防災に係る課題及び施策を考える上での教訓としていきたいと

いう思いから作成を行いました。 

平成 31 年 3 月 

名古屋市防災危機管理局 
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Ⅰ 「平成 30 年 7 月豪雨」の概要 

１ 豪雨の概要

(1) 大雨特別警報の発表状況 

１府 10 県に大雨特別警報を発表 

7/6(金) 7/7(土) 7/8(日)

6:00 12:00 18:00 0:00 6:00 12:00 18:00 0:00 6:00 12:00 18:00 

福岡県             

佐賀県             

長崎県             

岡山県             

広島県             

鳥取県             

兵庫県             

京都府             

岐阜県             

高知県             

愛媛県             

（参考：本市の警報等発令状況） 

7 月 5 日(木) 2:37 大雨注意報発表 【配備種別：準備】 

       10:52 洪水注意報発表 

7 月 7 日(土) 4:57 洪水注意報解除 

       16:29 洪水注意報発表 

       22:41 洪水警報発表  【配備種別：第１非常配備】 

7 月 8 日(日) 6:02 洪水警報解除  【配備種別：準備】 

       12:25 大雨注意報解除 

(2) 大雨等の状況（6月 28 日 0:00～7 月 8 日 24:00） 

・主な 1 時間降水量（アメダス観測値） 

岐阜県 下呂市 金山
かなやま

     108.0 ミリ（8日 3:07 まで） 

高知県 宿毛市
す く も し

 宿毛
す く も

     108.0 ミリ（8日 5:08 まで） 

高知県 安芸郡
あ き ぐ ん

馬路村
うまじむら

 魚梁瀬
や な せ

 97.0 ミリ（6日 0:30 まで）

・主な 24 時間降水量（アメダス観測値） 

高知県 安芸郡
あ き ぐ ん

馬路村
うまじむら

 魚梁瀬
や な せ

 691.5 ミリ（6日 16:50 まで） 

高知県 長岡郡本山町
もとやまちょう

 本山
もとやま

  602.0 ミリ（7日 10:50 まで） 

高知県 香美
か み

市
し

 繁藤
しげとう

     484.0 ミリ（6日 10:30 まで） 

17:10 8:10

17:10 8:10

17:10 8:10

19:39

10:5019:40

15:10

19:40 13:10

22:50 18:10

22:50 21:20

12:50 14:10

5:50 14:50

5:50 14:50
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・主な期間降水量（アメダス観測値） 

高知県 安芸郡
あ き ぐ ん

馬路村
うまじむら

 魚梁瀬
や な せ

 1,852.5 ミリ 

高知県 長岡郡本山町
もとやまちょう

 本山
もとやま

  1,694.0 ミリ 

高知県 香美
か み

市
し

 繁藤
しげとう

     1,389.5 ミリ 

(3) 人的・建物被害の状況（消防庁発表／11 月 6 日 10 時 00 分現在） 

※岐阜県以西から鹿児島県までを記載 

人的被害 住家被害 

死者 
行 方 

不明者

負傷者 
全壊 半壊 

一部 

損壊 

床上 

浸水 

床下 

浸水 重傷 軽傷 程度不明

岐阜県 1  2 1  12 236 5 83 418 

愛知県         1 11 

滋賀県 1         1 

京都府 5  1 6 1 15 50 47 539 1,734 

大阪府   2   1  9 7 25 

兵庫県 2  2 9  16 18 81 68 707 

奈良県 1       1 1 19 

和歌山県    1  2 1 1 157 354 

鳥取県        3 7 54 

島根県      55 127 2 0 61 

岡山県 61 3 9 152  4,822 3,279 1,115 2,729 6,075

広島県 109 5 50 89 1,140 3,416 2,103 3,176 5,623

山口県 3  3 10 26 260 105 304 666

徳島県      3 3 1 3 11 

香川県    3    10 1 9 

愛媛県 29  29 6 2 632 3,212 92 360 2,692

高知県 3   1  12 44 26 129 578

福岡県 4  8 14  15 222 173 952 2,294

佐賀県 2  1 4  3 1 25 34 247

長崎県    10  1  4 4 18 

熊本県   1    3 4 4 89 

大分県   1 3  2 1 3  12 

宮崎県 1  1        

鹿 児 島県 2   1  1  5  3 

合計 224 8 110 310 3 6,758 10,873 3,815 8,559 21,701
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2 広島県三原市の被害状況

(1) 三原市の概要 

三原市は広島県の中央東部に位置し、人口は 94,881 人、世帯数 43,741 世帯、面積は

471 平方キロメートル（平成 30 年 6 月 30 日現在） 

(2) 主な被害状況（11 月 30 日 三原市発表） 

ア 人的被害 

死者：8名 負傷者：10 名 

イ 建物被害状況（10 月 18 日現在） 

浸水害 土砂災害 

総棟数 うち住家 総棟数 うち住家 

2,892 1,543 666 297 

ウ 土木被害状況（8月 21 日現在） 

    ・道路被害（市管理）全 1,100 箇所 

    ・河川被害（市管理）全 368 箇所 

         （県管理）全 11 河川 

沼田川
ぬ た が わ

   溢水箇所 11 箇所 

椋
むく

梨
なし

川
がわ

   溢水箇所 1 箇所 

徳
とく

良川
ら が わ

   溢水箇所 1 箇所 

御調川
みつぎがわ

   溢水箇所 2 箇所 

三原市 

尾道市

福山市 

広島市 東広島市

呉市 

三原市
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大草川
おおくさがわ

   溢水箇所 1 箇所 

天井
てんじょう

川
がわ

  破堤箇所 1 箇所、溢水箇所 1 箇所 

仏通寺
ぶっつうじ

川
がわ

  破堤箇所 1 箇所、溢水箇所 1 箇所 

菅川
すげかわ

    破堤箇所 3 箇所 

梨和川
なしわがわ

   破堤箇所 2 箇所、溢水箇所 1 箇所 

三次川
みよしがわ

   破堤箇所 1 箇所 

尾原川
おばらがわ

破堤箇所 1 箇所 

    エ 浸水面積   

約 700 ヘクタール 

【主な浸水エリア】                                     （単位：ヘクタール）   

地域名 本郷
ほんごう

町 

船木 
本郷
ほんごう

北 本郷
ほんごう

南 南 方
みなみがた

下北方
したきたがた

沼田
ぬ た

東
ひがし

沼田
ぬ た

西
にし

浸水面積 203.1 54.6 119.4 39.7 46.6 196.4 25.5 

オ ライフライン被害状況 

・電 気  最大 9,752 戸停電 ／ 7 月 7 日 5 時 00 分 

        7 月 17 日に全戸復旧 

・水 道  最大 38,856 戸断水 ／ 7 月 7 日 

       順次復旧し、7月 30 日に全戸復旧 

カ 避難状況

 ・避難者数  最大 2,031 名 ／ 7 月 7 日 7 時 00 分 

・避難施設数 最大 33 施設／ 7 月 7 日 7 時 00 分 

延べ 45 施設 

【最大時の内訳】                           

地域名 三原
み は ら

地域 本郷
ほんごう

地域 久井
く い

地域 大和
だ い わ

地域 計 

避難者数 1217 名 525 名 47 名 242 名 2,031 名 

避難施設数 16 施設 10 施設 1 施設 6 施設 33 施設 
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コラム 1「『伊勢湾台風』や『東海豪雨』を知っていますか」 

 本市に大きな被害をもたらした過去の風水害として、昭和 34 年 9 月の「伊勢湾台

風」、平成 12 年 9 月の「東海豪雨」が代表例としてあげられます。ここでは、この二

つの風水害の概要を紹介します。 

 伊勢湾台風は、昭和 34 年 9 月 26 日から 27 日にかけて、日本列島を縦断して猛威

を振るい、この台風被害により、過去最大となる死者・行方不明者 5,098 名の犠牲者

が発生しました。 

【台風の概要】 

同年 9 月 22 日にサイパン島北東にあった熱帯低気圧が発達して、伊勢湾台風（台

風第 15 号）となりました。その後、北西に進み、23 日 15 時には中心気圧が 894 ヘク

トパスカルまで下がり、最大風速は秒速 75 メートル（時速 270 キロメートル）の超

大型台風になりました。 

 26 日 18 時 15 分に、和歌山県串本町の潮岬付近に上陸し、奈良県、三重県、岐阜県

を縦断し、21 時 35 分に名古屋港では、高潮（吹き寄せ効果と気圧の低下）によって

最高潮位 5.31 メートル（名古屋港基準面表記(N.P.)）を記録しました。 

【台風による被害】

伊勢湾台風は、全国 32 道府県にまたがる広域被害をもたらし、その被害は愛知県・

三重県に集中したという特徴があります。本市においても、多くの死傷者（死者・行

方不明者 1,851 名、負傷者 40,528 名）並びに住家被害（全壊 6,166 棟、流出 1,557

棟、半壊 43,249 棟、浸水被害 67,352 棟）など未曾有の被害が発生し、台風による被

害としては史上かつてない大災害となりました。上陸後も勢力が衰えず、名古屋港の

満潮時と重なったことなどにより、激しい雨風とともに、高潮が堤防を破壊したこと

が大きな被害を発生させた原因でした。 

【被害を拡大させた主な要因】 

国の報告書によると、被害を拡大させた要因としては、①押し寄せた高潮により、

市内にあった貯木場から大量に木材が流出したこと、②情報伝達の手段が少なく、停

電や電話の不通により災害情報を市民に伝達できなかったこと、③本市が干拓や埋立

によって都市化した海抜ゼロメートル地帯であるという地域の危険性の周知が不十

分であったことなどがあげられています。 

伊 勢 湾 台 風 
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○伊勢湾台風の概要 

区 分 概 要 備 考 

上陸年月日 昭和 34 年 9 月 26 日 

上陸時の中心気圧 929.5 ヘクトパスカル  観測史上 3 位 

死者・行方不明者 5,098 名 
名古屋市の死者・行方不明者

1,851 名 

最大風速 秒速 37.0 メートル 観測史上１位 

最大瞬間風速 秒速 45.7 メートル 観測史上１位 

最高潮位 
＋3.89 メートル（T.P.） 

（＋5．31 メートル（N.P.）） 
観測史上１位 

○伊勢湾台風の進路図  ○浸水後 2週間、いまだ濁水に浮かぶ 
港区南陽小学校茶屋分校（現南陽第一保育園）

○高潮と流木で死者 660 名の南区白水 
住宅一帯 

○猛烈な勢いで人と家をなぎ倒し、 
校庭に流れ込んだ流木（南区白水 
小学校分校（当時）） 
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 ○伊勢湾台風による市内の浸水水位  ○伊勢湾台風による市内の湛水日数 

 東海豪雨は、平成 12 年 9 月 10 日から 12 日にかけて、停滞していた秋雨前線に向

かって非常に強い勢力の台風第 14 号の暖かく湿った多量の空気が継続的に流入した

ことにより、東海地方の同じ地域で長時間にわたって大型の積乱雲が発生し、愛知県

西部で局地的な集中豪雨となり、本市において 11 日 18 時過ぎから 1 時間雨量 97 ミ

リを記録しました。 

 この豪雨により、愛知県内 10 か所以上の河川の破堤があり、名古屋市では新川堤

防の決壊や河川の越水により、広い範囲で浸水被害に加えて、土砂災害も各地で発生

し、死者 4名、負傷者 47 名、住家被害 31,790 棟の被害が発生しました。 

 天白区野並地区では、河川堤防に囲まれ、地面が水面よりも低かったため、河川越

水や雨水の集中により内水氾濫が発生するなどし、2メートル以上の浸水水位となり

ました。 

○気象衛星による赤外画像               ○東海豪雨による浸水状況

（平成 12 年 9 月 11 日 19 時）

東 海 豪 雨 

積乱雲が発生 

暖かく湿った空気 

台風第 14 号 

新川破堤箇所 

天白区野並地区 
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Ⅱ 国と指定都市市長会の支援枠組みの概要 

大規模災害が発生した際には、法令に基づく支援のほか、各種相互応援協定等に基

づき支援を行うことになります。今回の平成 30 年 7 月豪雨では、国（総務省）が平

成 30 年 3 月に定めた「被災市区町村応援職員確保システム」（以下、「応援職員確保

システム」という。）及び指定都市市長会における「広域・大規模災害時における指定

都市市長会行動計画」（以下、「指定都市市長会行動計画」という。）の適用により、全

国の都道府県及び本市を含む指定都市が相互に協力して被災地の支援を行いました。 

以下では、国の応援職員確保システムと、指定都市市長会の指定都市市長会行動計

画の支援枠組みとその連動した運用を紹介し、本市の対応状況について報告します。 

1 国の支援枠組み

（1）応援職員確保システムの概要

平成 28 年熊本地震における被災市町村への支援の経験や課題整理により、被

災市区町村を支援する都道府県とその区域内の地方自治体による一体的な支援

を行うための法整備（災害対策基本法第 74 条の 2 の条文を新設）とあわせて、

全国知事会、全国市長会、全国町村会と指定都市市長会を含めた一元的な応援職

員の派遣スキームが検討され、総務省によるイニシアティブのもと応援職員確保

システムが創設されました。 

（2）適用条件 

震度 6 弱以上の地震が観測された場合又はそれに相当する程度の災害が発生

したと考えられる場合に適用されます。 

（3）支援のイメージ 

応援職員確保システムの支援の仕組みを解説します。 

応援職員確保システムでは、あらかじめ災害発生地により支援を担当する都道

府県並びに指定都市のグループで支援することを第一段階の支援としています。

しかし、今回の平成 30 年 7 月豪雨のように、被害が広範でグループ内の都道府

県及び指定都市だけでは、完結して災害対応業務の支援を行うことが困難な場合

・震度６弱以上の地震
・それに相当する程度の災害
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には、第二段階の支援として、他のグループの都道府県と指定都市が支援にあた

ることになっています。ただし、被災都道府県又は被災都市は、自らの災害対応

を優先することになります。 

支援のイメージ図 

2 指定都市市長会の支援枠組み 

（1）指定都市市長会行動計画の概要 

東日本大震災での経験を踏まえ、広域・大規模災害の発生当初において、基礎

自治体としての総合力を有する指定都市が一体となって被災地支援に取り組む

ことを目的として、平成 25 年 12 月に指定都市市長会行動計画は定められ、平成

28 年熊本地震において初めて適用され、今回が 2度目で、風水害への適用事例と

しては、今回の平成 30 年 7 月豪雨が初めてです。 

【都道府県】
・岐阜県
・富山県
・石川県
・長野県
・静岡県
・愛知県
・三重県

【指定都市】
・静岡市
・浜松市
・名古屋市

被災地
（広島・岡山・愛媛）

Ｄグループ
（関西）

Ｃグループ
（中部）

Ｂグループ
（関東）

【都道府県】
・鳥取県（代行）
・島根県
・山口県
・高知県
・徳島県
・香川県

【指定都市】
・岡山市
・広島市

Ｅグループ
（中国・四国）

① 支援

【都道府県】
・栃木県
・群馬県
・山梨県
・茨城県
・埼玉県
・千葉県
・東京都
・神奈川県

【指定都市】
・相模原市
・さいたま市
・千葉市
・横浜市
・川崎市

② 支援

◎災害発生地により担当する都道府県、指定都市のグループを編成

◎各グループに幹事都道府県を設け、輪番で担当（下線の道県は平成30年度の幹事県）

① 災害発生地を担当する都道府県及び指定都市が支援を実施

② 担当グループだけでは対応できないような場合は、優先順位の高い他グル�プ（Ｆ＞Ｄ＞Ｃ＞Ｂ＞Ａ）から支援を実施

発災

Ｆグループ
（九州）

【都道府県】
・佐賀県
・宮崎県
・鹿児島県
・沖縄県
・福岡県
・長崎県
・熊本県
・大分県

【指定都市】
・北九州市
・福岡市
・熊本市

【都道府県】
・福井県
・滋賀県
・京都府
・大阪府
・兵庫県
・奈良県
・和歌山県

【指定都市】
・京都市
・大阪市
・堺市
・神戸市

Ａグループ
（北海道・東北）

【都道府県】
・青森県
・岩手県
・秋田県
・山形県
・福島県
・北海道
・宮城県
・新潟県

【指定都市】
・札幌市
・仙台市
・新潟市

※ 平成30年7月豪雨や大阪北部地震により被災した都市は、自らの災害対応を優先
※ 灰色塗り 部分の都道県及び都市が支援を実施
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（2）適用条件 

国内のいずれかの市区町村で震度 6弱以上の地震が観測されたとき又はそれ

に相当する災害が発生したときで、指定都市市長会の会長が支援を必要と認め

る場合に指定都市市長会行動計画が適用されます。 

（3）支援のイメージ 

指定都市市長会行動計画の支援の仕組みの概要を解説します。指定都市市長会

行動計画では、あらかじめ災害発生地により支援を担当する指定都市のグループ

を編成して支援することを基本としています。しかし、平成 30 年 7 月豪雨のよ

うに、広範な都道府県に被害が及ぶ場合には、被災地への支援を効果的に行うた

め、全国の指定都市が支援にあたることになっています。また、応援職員確保シ

ステムと同様に、被災都市は、自らの災害対応を優先することになります。 

そのため、応援を受けるほどではありませんでしたが、平成 30 年 7 月豪雨によ

り被災した指定都市や、大阪北部地震により被災し応急復旧等で余力のない指定

都市については、応援都市の決定に際しては、配慮されました。 

・震度６弱以上の地震
・それに相当する災害

指定都市市長会会長
が支援を必要と認める
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支援のイメージ図 

3 二つの支援枠組みの関係

  本市を含めた 20 の指定都市は、国の応援職員確保システムと指定都市市長会の

指定都市市長会行動計画の両方の支援枠組みにおいて応援実施主体となっていま

す。そのため、この二つの支援枠組みによる支援を考えた場合、どちらか一方の支

援枠組みが発動され、応援都市としての役割を担うことになったときに、本市は被

災自治体の支援を行うことになります。 

今回の支援においては、1府 10 県に特別警報が発表される記録的な大雨により広

島県、岡山県、愛媛県などにおいて、土砂災害、河川氾濫などにより多くの被害が

発生したことから、応援職員確保システムと指定都市市長会行動計画が連動して適

用されることとなりました。 

東日本大震災や熊本地震などを踏まえた二つの支援枠組みは、支援において重要

となる 3つの点で共通しています。 

被災地
（広島・岡山・愛媛）

Ｃグループ
（東海・近畿・北陸）

Ｂグループ
（関東・甲信）

Ａグループ
（北海道・東北）

・北九州市

・福岡市

・熊本市

Ｄグループ
（九州・中国）

① 支援

・札幌市

・仙台市

・さいたま市

・千葉市

・新潟市

・相模原市

・横浜市

・静岡市

・川崎市

・浜松市

② 支援

◎災害発生地により担当する指定都市のグループを編成

◎各グループに幹事市を設け、輪番で担当（下線の都市は平成30年度の幹事市）

① 災害発生地を担当する指定都市が支援を実施

② 被害が広範に及ぶなど担当グループだけでは対応できないような場合は、
他グル�プから支援を実施

発災

・神戸市

・京都市

・大阪市

・堺市

・名古屋市

※ 灰色塗り 部分の都市が支援を実施

※ 平成30年7月豪雨や大阪北部地震により被災した都市は、自らの災害対応を優先
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二つの支援枠組みの共通点

【適用条件】震度 6弱以上の地震又はそれに相当する災害 

【支援内容】支援内容の特徴として、既存の協定等（応急給水活動、緊急消防援

助隊、ＤＭＡＴなど）があるものについては、その枠組みを優先し

て被災地支援を行い、それ以外の支援（避難所運営、建物被害調査、

り災証明書受付発行など）を対象としていること 

【支援方式】 一つの被災自治体を一つの都道府県又は指定都市が自己完結的に支

援する対口支援方式を基本としていること 

応援職員確保システムでは、中国・四国ブロック以外からも支援を行う第二段階

の支援において、本部機能の事務局は総務省が担い、応援自治体の調整において、

都道府県については全国知事会が担当し、指定都市については指定都市市長会が中

心となって行うこととなっています。一方で、指定都市市長会行動計画が適用され

る場合には、その本部機能を指定都市市長会事務局が担うことになっているため、

両方の支援枠組みが適用された場合も指揮命令の調整機能が働き、円滑な支援につ

ながりました。 

「平成 30 年 7 月豪雨」における支援枠組みの関係図 

坂町

応援職員の必要性の
有無等について把握

広島県

被災市区町村応援職員確保調整本部

被災市区町村応援職員確保現地調整会議

応援職員確保システム 指定都市市長会行動計画

中央連絡本部

（指定都市市長会事務局）

・全国知事会 ・指定都市市長会

各指定都市

発災

竹原市 三原市

愛媛県 岡山県

被災県

被災市町村
（呉市など
１１団体）

被災市町村
岡山市など
９団体

被災市町村

宇和島市な
ど４団体

名古屋市浜松市 川崎市
千葉市

・被災地域グループ幹事都道府県

支援先の決定

調整

被災県内の自治体
による支援だけでは
対応困難である事の連絡

グループ内の支援では
対応困難である事の連絡

・全国市長会・総務省

支援先の決定

支援先の
連絡

支援先の
連絡

対口支援対口支援対口支援

二つの支援枠組みの共通点
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今回の平成 30 年 7 月豪雨における支援では、国の応援職員確保システムに基づ

き、7月 9 日 10 時から広島県庁で開催された現地調整会議により決定された事項と

して、広島県から県下 10 市町村（後日、1 市町村が追加）からの支援要請があり、

本市には広島県三原市を対口支援してほしい旨の連絡が応援職員確保調整本部に

入り、一連の調整の中で指定都市市長会として了承し、支援先が決定されました。 

当初は、三原市の災害対策本部支援要員として 10 名の職員派遣要請がありまし

たが、三原市と直接電話連絡を行ったところ、災害対応で混乱する中、被災状況や

支援ニーズがはっきりしていませんでした。そこで、まずは速やかな状況確認と支

援ニーズを確認する必要があったため、同日中に先遣隊 4名を三原市に派遣するこ

とにしました。 
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Ⅲ 本市の被災地支援活動の概要 

1 先遣隊の派遣 

1.1 三原市役所訪問（被害状況調査及び支援ニーズの確認） 

平成 30 年 7 月 9 日（月）、総務省の応援職員確保システムと連携した指定都市

市長会行動計画に基づき、午後 2 時 00 分に指定都市市長会事務局より広島県三

原市への対口支援要請がありました。本市として即座に対応し、午後 3 時 20 分

に先遣隊 4 名（2 名は鉄路利用、2 名は公用車利用）が三原市役所へ向け出発し

ました。先遣隊の派遣を二つに分けたのは、本市から広島県三原市まで 400 キロ

メートル以上離れており、公用車で向かうと到着が遅くなるため、鉄路の新幹線

を利用して、いち早く現地へ到着するためでした。 

（1）鉄路利用組 2 名の動き 

7月9日（月）の時点において、新幹線の運行は通常運転となっており、三原

駅まで移動することが可能でしたが、現地における被害状況や避難所、応援が

必要となる場合の機動力を確保するため、もう一台の車両が必要になることを

想定し、午後6時頃に新尾道駅で下車し、レンタカーを借り上げました。新尾

道駅付近では断水状態が続いており、飲食店は営業をしておらず、駅の公衆ト

イレ（男性トイレの小便器を除く）は使用できませんでした。また、被害情報

を入手するため、現地の新聞を購入しようとしましたが、物流途絶の影響もあ

ったのか、品切れ状態でした。そこからレンタカーで三原市へ向けて進行し、

午後7時頃、三原市役所に到着しました。 

市役所内に設置された災害対策本部に向かい、災害対策本部に詰めていた

小迫危機管理監及び歌谷危機管理課長から、被害状況及び災害対応状況につ

いて説明を受けました。しかしながら、河川氾濫やがけ崩れなど多数の被害

が出ており、被害の全容までは把握しきれていませんでした。 

主な被害状況として、三原市は、三原地域、本郷地域、久井地域、大和地

域の4地域からなるうち、決壊した沼田川周辺の本郷地域で一番被害が大きか

ったことや、市域で約1,702戸の停電が続いていることの説明を受けました。 

支援ニーズについては、避難所運営に関しては最大時約2,000名いた避難者

は1,000名弱、避難所も14か所となって縮小傾向であったことから、具体的な

支援策として、今後、必要となる建物被害認定調査と被災（り災）証明書の

受付発行について提案したところ、支援の相談を行いたいという申し出があ

りました。なお、先遣隊が現地入りする前から、本市では、支援要請が予想

される主な業務をあらかじめ整理するとともに、物資支援可能な物資の品目
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や量をリスト化するなどし、支援要請に対する準備を行っていました。 

具体的な業務の進め方や人数規模、期間については、翌10日（火）午前中

に三原市の財務部資産税課（建物被害認定調査担当）、監査事務局（被災（り

災）証明書受付発行担当）、総務部職員課（職員派遣受援担当）と打ち合わせ

を行うこととなりました。 

(2) 公用車利用組 2名の動き 

名古屋を出発した公用車利用組は、亀山ＪＣＴから新名神高速道路～名神高

速道路～山陽自動車道を通って、南下しました。先に現場到着していた鉄路利

用組からの情報や、名古屋市役所に設置した危機管理対策本部事務局による三

原市役所への電話での調査により、三原市内は停電や断水のため、物資が不足

しているという状況から、午後 6 時半過ぎに三木ＩＣで高速道路を下り、現地

で活動する上で必要となる数日分の食料（パン、缶詰、レトルトご飯）や飲料

水の調達を行いました。 

   その後、三木ＩＣから福山西ＩＣまで、再び山陽自動車道を通り、午後11時

頃に福山市内に到着しました。三原市内の宿泊施設となった三原国際ホテルに

おいて、先に到着して現地の災害対策本部や市内の情報収集を行っていた鉄路

利用組と合流して、情報共有を行いました。 

1.2  市内の状況について 

 1日目の7月9日（月）の時点では、三原市内は断水が続いており飲食店は営業し

ておらず、コンビニには飲料水の販売はありましたが、弁当、おにぎり、パン等

は売り切れの状態で、夜間になると品不足のために、閉店するコンビニも見受け

られました。また、三原市内ではガソリンスタンドが営業していなかったため、

給油時には近隣市まで赴いて給油しなければいけない状況でした。山陽自動車道

をはじめとする道路交通の途絶による影響により、時間帯によっては通常時より

も長い交通渋滞が発生しているという話がありましたが、実際に深刻な渋滞に巻

き込まれることはありませんでした。 

  宿泊施設については、先遣隊の活動拠点とするため、三原市内の複数のホテル

に宿泊予約が可能か確認を行いました。断水が続いていたため宿泊できない施設

がありましたが、趣旨を理解していただき、断水の中、宿泊させていただいたの

が宿泊先となった三原国際ホテルでした。また、生活用水に利用できるよう、浴

槽に数センチの水張りをしていただくなど、ホテルや従業員も被災する中、最大
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限のおもてなしを提供していただきました。 

  2 日目（7 月 10 日（火））に、三原市内のコンビニに立ち寄ると、前日同様に商

品がない状況でした。商品の入荷状況についてヒアリングを行ったところ、通常

時の 3 割程度しか仕入れしかできず、弁当やおにぎり、パンなどの商品が棚に陳

列されても、直ぐに完売する状況であるとの説明を受けました。ガソリンの供給

状況については、午後 6 時頃には三原市内のガソリンスタンドでも給油可能とな

っていました。 

  3 日目（7 月 11 日（水））正午には、物流も再開し、コンビニでは弁当をはじめ

多くの商品が陳列されるようになっていました。 

〇到着直後の災害対策本部の状況（三原市役所4階）

〇深夜閉店となったコンビニ（三原市内） 〇通行止め道路を示した地図

三原市役所
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〇福山市内のコンビニの状況（7月9日（月）深夜）

〇三原市内のコンビニの状況（7月 11 日（水）正午） 

1.3 支援ニーズの確認と職員派遣調整 

（財務部資産税課、監査事務局及び総務部職員課との打ち合わせ） 

7 月 10日（火）午前 10時頃、三原市において、職員が不足し支援が必要と見込

まれる建物被害認定調査と被災（り災）証明書受付業務に関して財務部資産税課、

監査事務局、総務部職員課と打ち合せを行いました。 

三原市としては、約 3,000 棟の建物被害を見込んでおり、被災した三原市民の

被災（り災）証明書発行に向けて、体制を組みたいが市内4地域の市役所及び3支

所において、申請受付を行いたいものの、今回の災害対応で人員が不足しており、

本市に一般行政事務職員を 11 名体制で派遣をお願いしたいという申し出がありま

した。 

また、建物被害認定調査については、被災（り災）証明書の申請有無にかかわ

らず、ローラー調査法により、2 名 1 組の 10 班体制で 7 月中に全ての家屋の調査

を行い、被災（り災）証明書の迅速な発行につなげたいという方針でしたが、調

査を専門とする資産税課は 13 名の職員しかいないこと、三原市は被災経験が少な

く、専門的知識と技術を兼ね備えた職員がいないことなどから、本市に対して職

員 10 名の派遣をお願いしたいという申し出がありました。 

  なお、職員派遣における三原市側の受入体制について、派遣の際に必要な資機

材や移動に必要な車両の確認などを行いました。 
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1.4 本市への応援要請 

同日午後 1 時に、三原市の天満市長をはじめ、池本副市長及び大西副市長が出

席する三原市災害対策本部会議において、建物被害認定調査業務及び被災（り災）

証明書受付発行業務にかかる応援要請について、議題が提出されました。その結

果、7月17日（火）から7月31日（火）の期間、建物被害認定調査に10名体制、

被災（り災）証明書受付発行業務に 11 名体制の応援要請を行うことが決定されま

した。 

決定された応援要請は、本部会議に同席していた本市の先遣隊職員により、電

話連絡及びＦＡＸにより名古屋市危機管理対策本部会議事務局に報告されました。 

〇 三原市災害対策本部会議の様子 

1.5 3 支所（本郷支所、大和支所、久井支所）訪問 

午後 2 時頃から、被災（り災）証明書の受付発行業務の勤務場所として想定さ

れた 3 支所を訪問し、移動手段や執務環境等の確認を行いました。 

  市役所から本郷支所へは、鉄道が運休しており、運行再開の目途が立っていな

かったため、列車での移動は困難でした。管内では、河川氾濫により甚大な浸水

被害があったため、陸路での移動に不安はありましたが、市役所から本郷支所へ

のルートにおいては浸水もひいており、順調に車で移動でき、所要時間は片道 30

分程度でした。本郷支所では断水が続いており、空調も運転されておらず、いず

れも復旧の見通しは立っていない状況でした。

市役所から久井支所及び大和支所への移動は、随所において土砂崩れによる道

路被害があり、あらかじめ把握していた被害情報やグーグルマップなどに反映さ

れていない被害箇所が相当数見られました。通常であれば両支所とも市役所から

片道30分～40分程度で移動できるところ、迂回ルートを探しながらの移動となっ
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たため、1時間以上かかる状況でした。久井支所は、井戸水を利用していることか

ら断水の影響はなく空調も運転しており、また、大和支所は訪問した日に水道が

復旧し、空調も使用可能になっているとの説明がありました。支所管内のコンビ

ニ・スーパーはいずれも一時営業停止の状況でした。 

派遣職員を配置するためには、市役所から各支所への移動手段の確保が重要課

題でした。 

○ 7 月 8 日（日）中国新聞の記事（中国新聞社提供） 
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1.6 三原市長との意見交換（午前 9時頃） 

7 月 11 日（水）には、三原市においては、災害対応で混乱状態であることに加

え、災害対応経験が乏しいことが発災当初の課題であったため、本市職員に対し

て、専門的見地からのアドバイスを求められ、三原市の天満市長、大西副市長、

小迫危機管理監と意見交換を行いました。 

被災（り災）証明書発行に向けた業務については、名古屋市において職員派遣

の準備に入っており、宿舎や移動手段などの調整を行っていることを説明しまし

た。 

また、前日（10日（火））の市内状況調査において、三原市の物資集配拠点とな 

っていた武道館では、三原市職員が汗だくになりながら人力で物資を仕分けし、

疲労困憊の状況となっており、その職員から、在庫管理もうまくできておらず、

マンパワーが不足しているという状況の説明を受けたことに触れながら、災害対

応は息の長い取り組みとなるため、物資ニーズの把握を含めた物資集配業務は、

物流専門業者に業務委託して、物資供給の円滑化を図るとともに物資業務に従事

している多くの職員を引き揚げて他の災害対策業務に従事させることを提案しま

した。 

〇三原市長、副市長等との意見交換の様子 
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2 三原市に対する支援の決定 

 2.1 名古屋市危機管理対策本部会議の開催 

本市において、平成 30 年 7 月豪雨における対応を協議するため、市長をトップ

とする会議である名古屋市危機管理対策本部会議を 7月 12 日（木）9時 45 分から

開催し、国の応援職員確保システムと連動した指定都市市長会行動計画の適用に

より、本市の対口支援先として三原市が割り当てられたことや、平成 30 年 7 月豪

雨における三原市の被害状況の情報共有がなされました。 

  三原市への支援業務については、三原市に先遣隊を派遣して支援ニーズ調査を

行った結果、7 月 10 日（火）に三原市から被災（り災）証明書受付発行業務と建

物被害認定調査の 2業務において支援要請があったことの説明がなされました。 

会議では、三原市を対口支援することを決定し、各局室は本市の地域防災計画

に基づく災害時の役割分担に沿って被災地支援等の業務を担い、被災地において

刻々と変化する支援ニーズに対応して支援していく方針と、支援要請のあった被

災（り災）証明書受付発行業務と建物被害認定調査の 2 業務について、計 42 名の

職員を派遣することが決定されました。 

なお、会議前日の 7 月 11 日（水）には、本市の河村市長が広島県の湯崎知事と、

三原市の天満市長とそれぞれ電話対談し、お見舞いの意と支援の意向が伝達され

ていました。 

○地域防災計画に基づく各局の主な役割（地域防災計画から一部抜粋） 

部 担当局 主な任務 

総括部 防災危機管理局 

・各部、区本部との連絡調整に関すること 

・県その他の防災関係機関との連絡調整に関すること 

・各種協定（他部に属するものを除く）に基づく応援要請

に関すること 

庶務部 

総務局 

（庶務部は、総務局

ほか 5 局室で構成） 

・職員の動員及び配備に関すること 

経理部 

財政局 

（経理部は、財政局

ほか 1 室で構成） 

・大規模災害時におけるり災証明発行のための家屋被

害調査の総合調整に関すること 

全庁体制で取り組む任務 

・り災証明の発行に関すること 
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 ○名古屋市危機管理対策本部会議の様子 

 2.2 職員の派遣 

三原市への職員派遣を行うため、7 月 13 日（金）に被災地域派遣職員激励式が

市役所正庁で開催されました。 

最初に派遣されたのは建物被害認定調査の業務に従事する職員でした。第 1 次

隊の 10名が 7月 16日（月）から 9日間、また第 2次隊の 10名が 7月 24日（火）

から 8 日間派遣されました。 

被災（り災）証明書の職員派遣については、第 1次隊（11名）が 7月 17 日（火）

から、第 2次隊（10 名）が 7 月 24 日（火）から各 8日間派遣されました。 

○「平成 30 年 7 月豪雨」に伴う被災地域派遣職員激励式の様子 
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コラム 2「派遣職員の宿舎ってどうやって決めるの」 

初動期・応急復旧期における他都市への支援においては、派遣職員は転居を伴わず、

出張により現地へ赴き、宿舎を生活の拠点として、派遣業務に従事することになりま

す。その際、応援する側の都市が、被災した都市の負担にならないよう自前で宿舎を

確保することが被災地支援を行う上でのマナーとされています。後方支援活動におい

ては、派遣された職員が支援業務に集中できる環境を整えることが重要となります。

ここでは、東日本大震災、平成 28 年熊本地震、平成 30 年 7 月豪雨における宿舎探し

の違いを紹介します。 

【東日本大震災 ～先遣隊による宿舎確保～】 

 平成 23 年 3 月の東日本大震災において、本市は岩手県陸前高田市への「丸ごと支

援」を行うため、先に派遣された先遣隊が宿舎探しを行いました。当初、先遣隊によ

り陸前高田近郊の旅館・ホテル等を調査しましたが、全国からの応援職員やボランテ

ィア、業者等により満室で、確保できない状況でした。やっとの思いで、先遣隊が探

し出したのが、陸前高田市に隣接する岩手県一関市大東町摺沢にある富二屋旅館（陸

前高田市役所まで車で 45 分程度）でした。 

【平成 28 年熊本地震 ～被災地近郊の自治体への依頼を通じた宿舎確保～】 

 平成 28 年熊本地震の際は、本市は指定都市市長会行動計画に基づいて、熊本市に

対して避難所運営業務などの支援を行いました。発災直後から、熊本市により情報提

供いただいた宿泊施設リストを用いた電話連絡や、旅行会社等を通じてホテル・旅館

等を調査しましたが、どの宿泊施設も被災のため営業を停止している状況でした。苦

肉の策として、熊本市に隣接する熊本県久留米市に公営の宿舎等を紹介していただけ

ないか依頼したところ、久留米市勤労青少年ホーム（熊本市役所まで車で2時間程度）

を紹介いただき、本市から先発の支援部隊となった避難所運営業務の派遣職員の宿舎

として確保することができました。 

【平成 30 年 7 月豪雨 ～先遣隊と旅行会社による複合的な宿舎の確保】 

 今回の災害では、広島県三原市の断水状態の復旧目途がたたず、市内での宿舎確保

が難しい状況でした。7 月 11 日から 1 週間程度分の現地連絡調整員の宿舎について

は、先遣隊が近隣の尾道市や福山市を調査して直接ホテルを回り、福山駅付近（三原

市役所まで車で 1時間程度）で宿舎を確保することができました。しかし、7月 16 日

以降、派遣規模（23 名）が大きくなり、宿舎を確保することが難しい状況でした。そ

こで、旅行会社を通じて宿舎探しを行ったところ、福山ニューキャッスルホテル（三

原市役所まで新幹線で 30 分程度）を宿舎として確保することができました。 
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 宿舎探しの方法には、一長一短があります。宿舎探しの方法ごとのそれぞれの特徴

を見ていきます。

○宿泊施設に電話連絡する場合 

宿泊施設に直接、電話連絡した場合には、即座に予約できる利点があるものの、

宿泊施設自体が被災しているなど通常宿泊客を迎えられる状態でない場合には、断

られる場合が多くあります。

○先遣隊が宿泊施設を訪問する場合 

一方、先遣隊が宿泊施設を訪問して宿舎を探す場合、現地に行くための時間を要

するという短所があるものの、宿泊施設を先遣隊が見た上で宿泊調整を行うため、

通常宿泊客を迎え入れられる状態ではない場合にも、その不具合を了承した上で、

宿泊させていただける場合があります。

○旅行会社を通じた場合 

次に、旅行会社を通じた調整では、宿泊施設によっては人数規模が大きい場合の

宿泊予約のルートを旅行会社からのものに限定している場合があるため、直接連絡

や先遣隊による調整では宿泊予約できない場合にも予約できるという長所があり

ます。しかし、宿泊施設によっては旅行会社の取扱商品となっていない場合もある

ため、宿泊施設の候補が限定的になるという短所もあります。

○近隣自治体に依頼する場合 

被災自治体の近隣自治体への依頼の場合、土日や長期休みで閉庁日の場合には調

整が困難であったり、公営施設の本来目的の繁忙時期などには予約ができないなど

の短所もありますが、利用可能である場合には安価な価格で宿泊することができる

という長所もあります。

被災地支援における宿舎探しは後方支援活動の基本となります。発災した場所や時

期、そして災害規模によっても有効な宿舎探しの方法は異なりますので、それぞれの

調整方法の特徴などを踏まえて、適時・適切に複合的に宿舎探しをすることが必要と

いえるでしょう。

24



3 被災（り災）証明書受付発行業務の支援 

国の応援職員確保システムと連動した指定都市市長会行動計画が平成28年熊本地

震に続く 2 回目の適用となり、本市は、広島県三原市から応援要請を受けて、一般行

政職員の 11 名体制により、7月 17 日（火）から 31 日（火）まで支援を行いました。 

3.1 被災（り災）証明書受付発行業務の概要 

本市は、被災（り災）証明書の受付場所となった三原市役所、本郷支所、本郷生

涯学習センター、久井支所、大和支所の 5つの場所のうち、三原市役所、本郷支所、

本郷生涯学習センターの 3か所を受け持つことになりました。 

本郷支所及び本郷生涯学習センターの位置する本郷地区は、三原市内で最も浸水

被害の大きな地区であり、被災（り災）証明書の申請があることが見込まれていま

した。 

この地域の被害が大きくなったのは、付近を流れる沼田川の氾濫があったためで

した。支流と合流する下北方や船木といった地域の被害が、とりわけ甚大となりま

した。一帯で、建物の 1 階全てが水没するような、2 メートルを超える浸水被害が

多くの家屋で見られ、両地域で約 1,150 戸が浸水被害を受け、船木地域では 3名の

住民が亡くなられました。また、山間部であるため土砂崩れも各地で発生し、住宅

地や農地への土砂の流入による被害も多く見られました。 

(1) 職員の派遣期間と人数 

(2) 活動内容 

ア 一日の流れ 

 7:30 

 7:45 

 7:59 

 8:30 

17:15 

18:26 

18:50 

19:00 

ホテル発 

福山駅発 

三原駅着 

業務開始 

業務終了 

三原駅発 

福山駅着 

ホテル着 

区分 出発日 派遣期間 帰着日 派遣者数 

第 1 次派遣 7/17(火) 7/17(火)～7/24(火)(8 日間) 7/24(火) 11 名 

第 2 次派遣 7/24(火) 7/24(火)～7/31(火)(8 日間) 7/31(火) 11 名 
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イ 勤務場所 

三原市役所、本郷支所、本郷生涯学習センター

・本郷支所

・三原市役所・本郷生涯学習センター
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 ウ 宿泊施設 

被災により三原市での宿泊施設の確保が難しい状況であったことから、派遣

業務の宿泊施設は、三原市から尾道市を隔てた東部に位置する福山市の福山駅

付近にある福山ニューキャッスルホテルを使用しました。三原市役所までの交

通経路は、ＪＲ在来線の途絶の影響を受けて、新幹線（福山－三原）を用いる

ことにより、約 30 分で通勤することができました。本郷支所や本郷生涯学習セ

ンターを勤務場所とする派遣職員は、三原市役所に到着後、約 20 分かけて三原

市の公用車により各勤務場所へ向かいました。 

○ 福山ニューキャッスルホテル（住所：広島県福山市三之丸町 8-16） 

      ・福山駅徒歩 3 分程度 

      ・ツインルームにエキストラベッドを入れ 

 3 名 1 部屋の利用 

・風呂・トイレ付（各種アメニティあり） 

・朝食付 

・コインランドリーあり 

(3) 活動内容 

ここでは特に、三原市役所と被災（り災）証明書の申請が多かった本郷支所

における活動内容を報告します。 

本市からの応援職員は以下の体制で、被災（り災）証明の受付事務を行いま

した。 

場所 受付人員体制 
本市派遣職員 

の数 

三原市職員 

の数 

三原市役所 5 名 2 名 3 名 

本郷支所 7 名 5 名 2 名 

本郷生涯学習センター 6 名 4 名 2 名 

業務の内容は、以下のとおりでした。なお、申請者の来所状況等をみながら、

役割及び配置人数については流動的に対応しました。 
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ア 申請書類の案内（1～2名） 

三原市では、被災した物件に応じて、次のように発行する証明を使い分け

ていました。 

証明書の種類 対象となる被災物件 

被災（り災）証明 住家（住民登録あり） 

被災届出証明 
住家以外の家屋（店舗、事務所、納

屋）、所有する動産（自動車など） 

申請者がどちらの証明の申請を行うべきかはもちろん、各証明は世帯主や

所有者ごと、また被災場所ごとの発行になるため、物件ごとの世帯主や所有

者、被災場所を確認しながら、適切に記載すべき書類を案内する必要があり

ます。そのため窓口職員用の案内フローチャートを作成し、漏れなく必要事

項が確認できるようにしました。 

また、被災（り災）証明書申請受付以外にも様々な事項の初期対応に当たる

機会が多かったため、前述の引継書やＱ＆Ａシートを随時アップデートし、

スムーズな対応ができるよう努めました。 

イ 書類記載方法の案内（1～2名） 

申請書類の記載時においても注意すべき点が多く、誤記載を防ぐためにも

記載補助を行う職員を配置していました。また申請者には高齢者も多く、記

載時の細かなフォローが必要となるケースもあったため、可能な限り申請者

ごとに補助が 1名付くように心掛けました。 

ウ 写真データの取り込み（1～2名） 

申請者にはなるべく被害状況の分かる写真を現像して持参いただくよう

案内していましたが、デジタルカメラや携帯電話等のデータのみ持参された

場合にも、その場で印刷、又は画像データの提供を受けて（パソコンに取り

込みを行い）、受付を行いました。書類記載案内の職員と連携し、どの写真が

どの物件の被害状況を撮影したものなのかを確認しながら取り込みを行う

ため、全体の流れの中でも比較的時間を要する作業となっていました。 

エ 本人確認・申請の受理（三原市職員 2名） 

申請書類の記載及び写真データの取り込みが完了したら、住民基本台帳

（以下、「住基」という。）データと本人確認書類の突合により申請者の本人

確認を行いました。本人確認が取れたら申請書類に受領印を押し、証明書交

付時に引き換えで必要となる写しを申請者へ交付の上、証明発行時の手続き

について案内しました。 
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 オ 受付件数 

証明書の種類 

受付件数 

派遣期間

の実績 

(A/B) 

7 月 31 日まで（Ａ） 

※三原市役所、本郷支所、本

郷生涯学習センター受付

分

12 月 10 日まで（Ｂ） 

※全箇所受付分 

被災（り災）証明 695 1,657 41.9% 

被災届出証明 857 2,112 40.6% 

合計 1,552 3,769 41.2% 

○被災（り災）証明書受付発行業務における支援活動 

（7月 17 日（火） 三原市役所）               

（7 月 26 日（木） 本郷支所） 
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3.2 派遣職員からの報告 

 【申請書受付について】 

・本人確認は住基閲覧用ＰＣを用いて行うことが必要になるため、受付環境とし

て住基閲覧用ＰＣの設置環境が必要になる。 

 ・被災等により印鑑持参が困難な場合には、自署によるサインで対応した。 

 ・被災した画像データがスマートフォン等にある場合に、画像データ取り込みの

際に、被災とは関係のないプライベートな写真も出てきてしまうため、来庁者

自身に機器を操作していただく等の注意が必要になる。 

 ・今回、苦労したのは、住家以外の被害において、特に自動車及び田畑への土砂

流入による被害の受付（被災届出証明の申請）に際して、ゼンリン地図や公図

を用いた被害場所の特定が必要であったが、土地勘がないため苦労した。職員

配置や役割分担で配慮できるとよいのではと感じた。 

【職員間の情報共有について】 

・三原市としても今回の被災（り災）証明書発行にかかる受付は、はじめてであ

ったこともあり、最初から業務内容やその流れがしっかりと整理されていなか

った。 

 ・災害対策本部会議等の情報が担当員レベルまで下りてきておらず、現状が把握

できていないという声が多く聞かれた。 

   ・三原市役所の受付では、フローチャートやＱ＆Ａなど、どの職員でも対応でき

るような仕組みがなく情報共有ができていなかった。 

・受付フローやＱ＆Ａがなく、第 1次派遣隊がそれらを作成した。第 2次隊が派

遣されるころには、業務引継書が作成された。支援業務にあたる中、第 1次隊

と第 2次隊の間で十分な引継ぎを行う時間をほとんど取れない中でも、第 2次

隊へ大きな混乱なく移行することができた。混乱する災害発生時の適切な情報

共有の重要性を実感することができた。 

・引継書等をネットワーク上で共有するなど、所属・勤務場所を超えて情報共有

できれば、経験・知識の蓄積や共有が更にスムーズにできるようになるため、

より迅速な対応が可能になると思われる。 

【情報端末に関して】 

・本市において被災（り災）証明及び被災届出証明の受付事務を行うと仮定した

場合に、ネックになると感じたのは写真データの取り込み作業で、問題点はパ

ソコン端末の管理者権限について、スキャナーなどの読込機器についての２点

である。 
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（パソコン端末の管理者権限） 

・本市において使用しているパソコンのほとんどが管理者権限に制限がかか

っており、外部端末との接続が極めて困難である。各受付場所に最低 2 台

は管理者権限の制限を受けない端末を用意する必要があると思われる。 

（スキャナーなどの読込機器） 

・読込機器について、持ち込まれる電子機器は多様性に富んでおり、機種や設

定によって、すぐに取り込めない場合があった。様々な機器の読込に対応で

きる体制を整えるべきである。 

・三原市では、スマートフォン（iPhone、アンドロイド等）、携帯電話、タブ

レット端末、デジタルカメラ等の各種機器の電子データを取り込めるよう

に、すべての機器に対応できるよう各種ケーブルを準備していたため、本市

でも同様の準備が必要と思われる。 

・被災（り災）証明受付の際に、写真を現像して持ち込む負担は想像以上に大

きいように思われたため、写真データの取り込み環境を本市においても早

急に整備するべきだと感じた。 

【地域コミュニティの重要性に関して】 

・今回の勤務場所である本郷支所のある本郷地区は、強固な地域コミュニティが

形成されており、支所を訪れる住民同士も声を掛け合うなど顔見知りであるこ

とが多い様子であり、住民間の相互扶助が自然に成立していた。本市において

も、防災訓練等の防災活動を契機として地域互助の風土を醸成していくことは、

災害による被害を最小限にするためにも、また災害からより早く復興していく

ためにも、大変重要であると感じた。 

【広報に関して】 

 ・市公式ウェブページ、市フェイスブック、地元ケーブルテレビ等により支援情

報が周知されていた。 

・三原市役所（本庁）の庁舎内に支援情報が一切掲示されておらず、情報を得ら

れない市民が多いと感じた。 

・三原市役所（本庁）と支所で市民向けに情報提供している内容に差が生じてい

た。支所においては避難所を併設している地域という事情もあるが、市ホーム

ページの内容を印刷し掲示することで、給水や入浴など広く情報提供を行って

いた。来庁者からは市役所庁舎においても同様の情報提供ができないかという
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声を聞くこともあった。統一的に情報提供すべきものと、各現場においてプラ

スアルファで提供するべきものを被災者の立場から検討する必要があると思わ

れる。 

・高齢者がＨＰやフェイスブックから情報を得ることは難しく、優先度を考慮し

て情報を掲示する必要があった。 

【生活再建窓口に関して】

・応急仮設住宅や災害ごみの担当課が市役所の庁舎内になく、市民にとって非常

に不便であったため、ワンストップの窓口が必要であると感じた。
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4 建物被害認定調査の支援 

4.1 建物被害認定調査の支援にかかる調整 

国の応援職員確保システムと連動した指定都市市長会行動計画により、本市は、

広島県三原市から被災（り災）証明書受付発行業務とあわせて、建物被害認定調査

の応援要請を受けたことから、7 月 11 日（水）から 12 日（木）まで、財政局から

連絡調整員 2名を派遣し、三原市役所財務部資産税課と従事内容等の調整をしたほ

か、調査対象地域を実地確認しました。 

4.1.1 建物被害の状況 

三原市の建物被害は、浸水による被害を受けた建物のほか、土砂崩れにより被害

を受けた建物がありました。要調査棟数は約 2,000 棟と見込みました。 

(1) 浸水 

住民への聞き取り等により、浸水した地域を特定し、エリア内の住家を固定

資産課税台帳から抽出した結果、調査対象棟数は約 1,900 棟と見込みました。 

地域 被害予想棟数 

下北方地区 200 棟 

船木地区 400 棟 

本郷地区 1,000 棟 

沼田東町地区 300 棟 

合 計 1,900 棟 

浸水地域は大きく分けて4地域で、最も被害が大きいのは下北方地区であり、

１階の天井高近くまで水没していました。次に大きいのは船木地区でした。本

郷地区は、昔からの集落と区画整理地域があり、建物数が多く、床下浸水から

床上浸水まで混在している状況でした。 

全域について、水はひいていましたが、下北方地区及び船木地区については、

道路に土がたまり、車の通行により水が舞い上がる状況で、臭いについては感

じることはありませんでした。被害が大きい地区は、外観から浸水深がわかる

建物もありましたが、多くは外観からは分からず、住人に確認するしかない状

況でした。 

(2) 土砂崩れ 

   土砂崩れが 285 か所で発生しており、一集落すべての建物に被害が生じてい

るところがあると見込まれるものの、まだ全容は把握できていないという説明

を受けました。今後、被災（り災）証明の交付申請により把握することとして

おり、調査対象棟数を約 100 棟と見込みました。 
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○本郷地区の浸水被害の状況（7月 11 日（水）） 

4.1.2 三原市との調整状況 

(1) 調査スケジュール 

一次調査の調査期間は 7 月 17 日（火）から 31 日（火）までとされました。

なお、この期間で調査を行うことができないものや、また、被災（り災）証明

書交付後の二次調査については、三原市職員で対応するという説明を受けまし

た。 

(2) 調査体制について 

   三原市資産税課職員10名と本市派遣職員10名、計20名の10班体制で行い、

迅速に調査を行うため、調査票の種別により調査班を分け、下記の区分による

9班体制としました。調査班１班につき車１台（レンタカー）割り当てること

になりました。なお、調査結果については、三原市職員による処理班 4名がデ

ータ入力や写真整理等を行うこととしました。 

区 分 班 数 人数／班 備 考 

浸水 
木造 7 班 2 名 名古屋市 1 名＋三原市 1 名 

非木 1 班 3 名 名古屋市 1 名＋三原市 2 名 

土砂崩れ 1 班 3 名 名古屋市 2 名＋三原市 1 名 

(3) 調査拠点 

   三原市リージョンプラザ南館（市役所の川向かい。三原駅から徒歩 10 分程

度）の研修室を調査拠点として、調査班、処理班ともここで事務を行いました。

調査班職員は、ミーティングを行った後に、調査に向かいます。 
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(4) 調査方法 

    三原市は、木造及びプレハブ構造の建物の浸水被害による一次調査（約1,800

棟）については、調査票Ａ（外力による一定以上の損傷あり）を使用すること

を予定し、その旨を広島県に伝えていました。その場合には、要調査棟数の

2,000 棟は、当初の派遣人員及び期間で終了すると見込んでいました。 

しかし、広島県からは、内閣府の基準通りに行うよう指示があり、その場合、

外力による損傷は見受けられない建物が多いことから、調査票Ｂ（外力による

一定以上の損傷なし）を使用するよう指示がありました。 

調査票Ａは、浸水深により判定するもので、外観から判定可能でもあること

から、調査の迅速化が図れるという利点がありますが、調査票Ｂの場合は、床

上 30 センチメートルを超える浸水については一次調査では判定できず、その

まま二次調査に移行して、家屋内部の部位別（天井、壁、床など）に損傷度合

と損傷割合および家屋の傾斜を調査する必要が生じるため、これによる調査時

間は、１件 30 分を超えることが想定されます。 

調査票Ｂを使用した場合の調査の遅れについて懸念がありましたが、調査票

Ｂを使用することとされました。なお、後述のとおり、調査期間途中に、調査

票Ａを使用する調査方法への見直しが行われました。 
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○調査票Ａの例 

37



○調査票Ｂの例 
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4.2  建物被害認定調査支援の概要 

4.2.1 活動概要 

(1) 指定都市市長会からの応援要請 

指定都市市長会を通じて三原市から建物被害認定調査の応援要請を受け、

知識経験のある職員を 7月16日（月）から7月31日（火）まで10名体制で派遣

して支援を行いました。 

【支援までの流れ】 

 ・7 月10日（火）         応援要請 

 ・7 月11日（水）、12日（木）   連絡調整員2名による現地視察 

 ・7 月13日（金）         派遣職員向けのガイダンス、研修、激励式等 

 ・7 月16日（月）～        派遣開始 

    ○名古屋を出発する第１次派遣隊（建物被害認定調査） 

(2) 職員の派遣期間と人数 

区分 出発日 派遣期間 帰着日 派遣者数 

第1次派遣 7/16(月) 7/16(月)～7/24(火)(9日間) 7/24(火) 10人 

第2次派遣 7/24(火) 7/24(火)～7/31(火)(8日間) 7/31(火) 10人 
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(3) 活動内容 

ア 第 1 次派遣 

日  付 主なスケジュール 

16日（月） 午前：移動（名古屋⇒三原） 

午後：ガイダンス 

17日（火） 家屋被害調査 

18日（水） 家屋被害調査 

19日（木） 家屋被害調査 

堀場副市長の激励 

20日（金） 休日 

21日（土） 家屋被害調査 

22日（日） 家屋被害調査 

23日（月） 家屋被害調査 

24日（火） 午前：家屋被害調査 

午後：第 2 次派遣職員への引継ぎ 

移動（三原⇒名古屋） 

イ 第 2 次派遣 

日付 主なスケジュール 

24日（火） 午前：移動（名古屋⇒三原） 

午後：第 1 次派遣職員からの引継ぎ 

ガイダンス 

25日（水） 家屋被害調査 

26日（木） 家屋被害調査 

27日（金） 休日 

28日（土） 家屋被害調査 

29日（日） 台風12号の影響によりホテル待機 

30日（月） 家屋被害調査 

31日（火） 午前：家屋被害調査 

午後：移動（三原⇒名古屋） 

※在宅率の高い土曜日、日曜日に調査を行い、平日の金曜日を休日とした。 

ウ 宿泊施設 

    宿泊施設は、被災（り災）証明書受付発行業務に従事した派遣職員と同様

に、福山ニューキャッスルホテルでした。勤務先の三原市リージョンプラザ

は、三原市役所の隣に立地しており、宿泊施設から勤務先まで交通手段につ

いて、ＪＲ在来線の途絶の影響により、被災（り災）証明書受付発行業務の

派遣職員と同様に、新幹線（福山－三原）を使用することになりました。 
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○ 福山ニューキャッスルホテル（住所：広島県福山市三之丸町８－１６） 

・福山駅徒歩３分程度 

       ・ツインルームにエキストラベッドを入れ 

3名1部屋の利用 

       ・風呂・トイレ付（各種アメニティあり） 

       ・朝食付 

       ・コインランドリーあり 

エ  1 日の流れ（目安） 

時間 内容等 

 8 時30分 

10時00分 

16時00分 

17時15分 

福山ニューキャッスルホテル（福山市） 

    ↓ （新幹線） 

三原市リージョンプラザ南館 

（朝礼、調査準備） 

          ↓ 公用車、レンタカー 

調査地域 

（実地調査） 

          ↓ 公用車、レンタカー 

三原市リージョンプラザ南館 

（調査結果の整理、夕礼） 

業務終了 

オ  1 棟当たりの調査時間 

区分 時間 

外観から浸水の高さが判定できるもの  5 ～10分 

室内に立ち入り、部分別に損傷を判定するもの 30分程度 

聞き取り等で浸水被害の有無を認定するもの 20分程度 

カ 調査件数 

    「表 建物被害認定調査における調査棟数」のとおり 
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表 建物被害認定調査における調査棟数

4
2



(4) 調査の実施 

ア 調査対象 

連絡調整員 2 名による現地視察時点では、調査対象の住家は2,000棟と見込

んでいましたが、 7 月16日現在で三原市が見込んでいる住家の要調査棟数は、

浸水被害が2,700棟、土砂被害が160棟に増加していました。 

また、調査については、住家を優先し、住家の調査が終了した後、非住家

の調査を行いました。 

イ 調査地域 

①  浸水被害 

予備調査の実施結果に基づいて、浸水被害のあった地域については、ロ

ーラー調査を行いました。その他の地域については、被災（り災）証明書

の申請のあった家屋についてピンポイント調査を行いました。 

② 土砂被害 

大規模な土砂災害の報告があった地域（集落）については、ローラー調

査を行いました。その他の地域については、市域に山林が多く土砂災害発

生箇所が十分に把握しきれていないことから、被災（り災）証明書の申請

のあった家屋及びその周辺の家屋を対象にピンポイント調査を行いました。 

ウ 調査手法等 

①  被害認定基準 

被災（り災）証明書の根拠となる家屋被害調査の認定は、「災害の被害

認定基準について（内閣府）」に基づき 1棟全体で行います。 

この場合、木造・プレハブ構造の建物の浸水被害による１次調査につい

ては、調査票Ａ（外力による一定以上の損傷あり）と調査票Ｂ（外力によ

る一定以上の損傷なし）のいずれかを使用することになりますが、 7 月17

日（火）及び18日（水）については、調査及び判定が複雑な調査票Ｂを使

用しました。 

その後、平成30年 7 月12日（木）付け内閣府事務連絡「平成30年 7 月豪

雨における住家の被害認定調査（第1次調査）の効率化・迅速化に係る留意

事項について」が発出されていることが分かり、当該事務連絡に「越流、

堤防決壊等により広範囲に浸水した区域」については、外力による一定以

上の損傷ありとして取り扱うことに差し支えない旨が記載されていたため、

再度広島県と調整した結果、 7 月19日（木）から三原市は調査票Ａを使用

することにより、調査の効率化・迅速化を図ることが可能となりました。 
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ただし、 7 月18日（水）までの調査分については、調査票Ｂから調査票

Ａに書き直す事務が生じました。 

② 被害認定調査 

調査は、「住家被害認定調査票」を用いて「災害に係る住家の被害認定基

準運用指針（内閣府）」に基づいて行いました。 

【住家】 

・水害による被害 

木造・プレハブ用第 1次調査票Ａ（外力による一定以上の損傷あり） 

非木造用調査票 

・液状化等の地盤被害 

木造・プレハブ用第 1次調査票 

非木造用第 1次調査票 

※ 水害による被害の非木造用調査票については、災害見舞金の支給に

係る判定のため、床上浸水か床下浸水か選択する欄を追加しました。 

【非住家】 

住家の水害による被害の木造・プレハブ用第 1 次調査票Ａ を参考に、木

造・非木造とも、外観のみで判断可能な独自の調査票を使用しました。 

エ 調査体制等 

①  調査専従班 

名古屋市職員と三原市職員の固定資産税（家屋）課税事務の経験年数を考

慮して、原則 2人 1組のペアとなり、調査票の種別を考慮して、浸水被害と

土砂被害に分けて班編成が行われました。なお、調査の進捗状況等により随

時見直しが図られました。 

浸水被害について、当初は、調査対象の構造を木造・プレハブと非木造

とに分けて班編成を行いましたが、敷地内に木造と非木造の家屋が複数あ

った場合、どちらが調査するのか、あるいは既に調査が終了しているのか、

確認に手間取ったことから、調査対象の構造による班分けを止め、一つの

班で両方の構造の家屋を調査することとなりました。 

調査の進捗状況等により次のように随時見直しました。 
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